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2005年のタイの経済成長率が前年に比べ低下した要因には次のようなものが考えられる。第1に原油の輸入価格が大幅に上昇した。第2に鳥インフルエンザが再流行した。第3にタイ南部の暴動が続いた。第4に長引く旱魃によって特に2005年前半には農作物が大きなダメージを受けた。そして第5に2004年12月に起こった津波が観光産業に大きな損害をもたらした。しかしながら，これらの負の要因にもかかわらず2005年の経済成長率は巨額の公共投資と堅調な個人消費に支えられ4％を超えると予想される。

2005年第3～4四半期には観光産業が津波のダメージから，農業部門が旱魃の影響からそれぞれ回復し始めた。農業生産は第2四半期まで6期続いて縮小してきたが，その後，年率換算で4.4％の成長に転じた。特に米をはじめとする穀物，メイズ，大豆，果物，野菜，ヤシ油の生産が増大した。また鶏肉の輸出はピーク時の70％にまで回復してきている。観光産業と農業部門はいまのところマイナス要因が見つからず，2006年も引き続き拡大傾向を維持すると思われる。しかしながら原油価格の高騰と南部の政治的混乱は2006年も続くと思われることから，タイの経済動向に少なからぬ影響を与えるだろう。南部3県の政治的混乱は，投資家たちの心理に影響する可能性がある。また，タイの労働者はこれら南部の治安が悪化した地域に行きたがらず，これらの地方ではすでに労働者不足が顕在化してきている。政府はラオスやカンボジアからの労働者を送り込む計画を真剣に模索し始めた。世界貿易の増大が2006年のタイ経済の動向を左右することは例年と同じである。バーツ高傾向や国内金利の上昇に加え，中国人民元の動向もやはり2006年のタイ経済を見通す際の重要な要因となっている。

タクシン政権の人気取り政策や堅調な経済動向を反映して，2005年2月の議会選挙は与党タイ・ラック・タイ党の地すべり的な圧勝に終わった。タクシン政権は引き続き地方への支援策，例えば農民の債務の一時凍結，人民銀行の設立，弱小企業への支援等の大衆受けする政策のほかにも，対外的には多くの国との自由貿易協定（FTA）締結に向けた話し合いを続けている。これらFTAの対象国にはバーレーン，ペルー，米国，日本，中国が含まれる。しかし，2006年1月にタクシン首相が一族名義で保有する株式をシンガポール政府系企業に売却した際の節税行為を巡って批判が高まり，退陣要求が野党だけでなく在野からも出始めている。タクシン政権の閣僚が相次いで抗議の辞任をするなど，批判はますます強まっている。

民間最終消費はここ数年タイの経済成長の原動力であった。民間最終消費（実質）は2001～04年のGDPの54％を占めてきた（表11.1）。2005年の第1～3四半期までインフレ圧力によってこの比率が縮小を続けたが，この時期の輸出の増大が民間消費の減少を相殺した。総固定資本形成は2003年以来，もう1つのタイ経済の成長のエンジンであった。総固定資本形成（実質）は2003年以降GDPの20％以上を占めている。しかし，在庫品増加（実質）の動向を注意してみると，2004年の1.7％から2005年の3.0％に上昇していることがわかる。これは民間最終消費が縮小し，在庫が増えたためである。財貨・サービスの輸出シェアは2000～05年では60～66％，同輸入シェアも同期間46～50％で推移し，近年上昇傾向にある。

原油価格の高騰は2005年のインフレ率の上昇に直結した。2005年の消費者物価指数の伸び率は推定で4.1％に達することが示されている（表11.2）。2005年には軽油小売価格を自由化した結果，後半に諸物価上昇の速度が速まり，中央銀行は2005年中に6回にわたり政策金利の上昇を決めた。年末時点で債権金利（リパーチェス14日物）は4.0％に達し，連動して市中金利も上昇を続けている。

タイ政府は均衡財政を目標に掲げ，2002年に財政赤字を解消し，2003年以降にはほぼ均衡かわずかな黒字を達成している。一方で，大型のプロジェクト「メガ・プロジェクト」を実施し，物流インフラや天然資源，環境マネージメント，情報通信技術，科学，医療，防衛といった諸分野への大型投資計画を開始した。ただし，今後これらの大型案件を均衡財政の下で軌道に乗せるためには2005年を上回る経済成長が必要になってくる。

2005年も機械製品はタイの主要な輸出入品であり（表11.3），主要貿易相手国である，日本，米国，欧州工業国との取引は全体の貿易額の40％以上を占めた（表11.4）。特筆すべきは，近年タイの主要な貿易相手として中国が登場してきたことである。その他，マレーシア，シンガポール，香港を重要な貿易相手としている。2005年の輸出品で注意しなければならないのは農産物である。2005年後半にタピオカ，砂糖，天然ゴムの輸出価格が上昇し，輸出数量の減少を相殺した。また，機械類の他にも自動車とその部品の輸出が2005年後半に増大し，経済成長を下支えした。しかし，貿易収支と経常収支の改善はわずかで，2005年を通じて通貨危機後初めて双方とも赤字に転落した。

タイはこれまで4ヵ国（中国，オーストラリア，ニュージーランド，インド）とFTAを結んでいる。2005年8月にタイと日本の間で，経済連携協定（EPA）が基本合意に至り，2006年中には正式に調印の予定である。これによって，FTAの要素を含みながら，二国間経済取引の円滑化，経済制度の調和，協力の促進等市場制度や経済活動の一体化のための取り組みが可能となる。さらに，米国とのEPA交渉も今年中には大詰めを迎えるだろう。しかし，タイの場合，中国とオーストラリアとのFTA締結の結果，貿易赤字に直面する事態となった。このようにタイ国内には特に農業部門へのマイナスの影響を憂慮する論調が目立ち，米国とのEPA交渉については慎重にならざるを得ないだろう。継続的な政策金利の上昇は，米国とタイの利子率のギャップを埋める目的もあったが，この政策が結局米ドルとバーツの為替レートの安定をもたらし，2004～05年の対米ドル為替レートはほぼ安定して推移した。

日本とタイの間の相互貿易額は2004年におよそ360億米ドルに上り，強い相互依存関係がある。日本とタイのEPAは，日本にとってシンガポール，メキシコ，フィリピン，（マレーシア）に続くFTAの相手国であり，これまでの中で最大の経済規模の相手国との締結となる。ただし，この合意では日本はタイのパイナップルの缶詰や砂糖の農産物を対象品目から除外し，タイは日本からの自動車輸入の関税引き下げを段階的に実施するなど完全なEPAにはなっていない。
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